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2 ベネッセ教育総合研究所(2008)「⼦どもの ICT 利⽤実態調査」より。






4 貧困者がゼロとなる場合を例⽰すれば、所得が 100,110,120,130,140,150,160 という 7 ⼈の社会で










































































































































































































































ている（図 1-1）。ここでは、3 つの貧困線（等価可処分所得1の中央値の 40%、50%、
60%）を設けているが、いずれの貧困線の⽔準であっても、⽇本の貧困率は OECD 諸国
平均よりも⾼いことが確認できる。もっともよく⽤いられる「等価可処分所得の 50%」




















                                                  
1 等価可処分所得とは、世帯単位の所得を個⼈単位に変換したものであり、ここでは、世帯所得を世





たのち、第 3 節では貧困の定義について議論する。続く第 4 節では、KHPS の所得情報
の代表性について、公的統計と⽐較し検証した結果を⽰す。第 5 節では KHPS を⽤いた
貧困の動態分析の結果を提⽰する。遷移確率表により階層間の移動の状況を確認したう
えで、⻑期間貧困に陥っている世帯の特徴の把握、さらに、貧困層への突⼊と貧困層か




1990 年代以降、⽇本の貧困率が増⼤傾向にあることを指摘した研究（橘⽊・浦川, 2006; 










ア的研究である Bane & Ellwood （1986）は、アメリカの Panel Study of Income Dynamics 
（PSID）の 15 年間の縦断⾯調査を利⽤し、世帯主の就労収⼊の変動ではなく、世帯構
成変化などのライフサイクル上のイベントが貧困突⼊の原因の⼤半を占めることを指摘




































                                                  
3 具体的には、調査開始時（2004 年）で 20 歳から 69 歳までの男⼥が調査対象となっている。ただし


























                                                  
4 ⼈々の⽣活⽔準は、フローである所得のみで決定するものではなく、ストックである資産も⽣活⽔
準に⼤きな影響を与える。そのため、貧困の研究においても、所得の側⾯のみから分析したものもあ
























の 0.5 乗が⽤いられ、これを特に OECD scale と称する場合もある。本章でも、等価尺


























⽔準の 6 割強の⽔準に均衡させることとなった。 
 
図 1-3： 「相対的貧困」に基づく貧困線の設定⽅法 
 
出所）筆者が作成。 
                                                  



























                                                  
6 ここでは所得分布のみにかんする検討を⾏っているが、⽊村（2005）では KHPS のより広範な調査
項⽬について既存統計との⽐較分析を⾏い、KHPS がほぼ既存統計と整合的であるとの結果を得てい
る。 









表 1-1 では、『国⺠⽣活基礎調査』の 1995 年調査と 2001 年調査のデータと、『全国消









註 1） ⾦⼦他（2005）附属表、総務省『全国消費実態調査』に基づく集計。 
註 2） 『国⺠⽣活基礎調査』は前年の所得を尋ねているため、表中では所得を得た年を表




                                                  
8 KHPS では総所得にかんし、2004 年調査（第 1 回⽬）では 100 万円単位のカテゴリー別選択肢で質
問しており、2005 年調査以降は実数値を尋ねている。本章では、2004 年調査にかんしては各選択肢
の中央値をあてはめて総所得を定義した。 
総所得 可処分所得 総所得 可処分所得 総所得 可処分所得 総所得 可処分所得
最低十分位 2.4 2.5 2.4 2.2 3.3 3.3 3.2 3.2
II 4.6 4.7 4.4 4.4 5.1 5.3 5.1 5.3
III 6.0 6.2 5.9 5.9 6.2 6.5 6.2 6.4
IV 7.2 7.4 7.1 7.1 7.2 7.5 7.1 7.4
V 8.4 8.6 8.2 8.3 8.2 8.5 8.1 8.4
VI 9.6 9.8 9.6 9.7 9.3 9.6 9.3 9.5
VII 11.1 11.2 11.1 11.2 10.7 10.8 10.6 10.8
VIII 12.9 12.9 13.0 13.0 12.3 12.4 12.3 12.3
IX 15.6 15.4 15.7 15.7 14.9 14.7 14.8 14.7
最高十分位 22.1 21.3 22.7 22.3 22.7 21.4 23.3 21.8
合計 100 100 100 100 100 100 100 100

























このことを踏まえ、KHPS の総所得の分布をこれら 2 つの統計と⽐較する。表 1-2 で
は、等価総所得の⼗分位毎シェアについて、KHPS と公的統計の結果を⽐較している。
『国⺠⽣活基礎調査』同様に、KHPS でも前年 1 年間の所得を尋ねているため、表中に
は所得を得た年を表記している。 
                                                  
9 このほかに、総務省『家計調査』も⽇本の所得分布を把握するためにしばしば⽤いられる。 
10 内閣府・総務省・厚⽣労働省 （2015） 「相対的貧困率等に関する調査分析結果について」












註 1）⾦⼦他（2005）附属表、総務省『全国消費実態調査』、KHPS2006 に基づく集計。 
註 2） 『国⺠⽣活基礎調査』および『全国消費実態調査』は全年齢を調査対象としているが、
KHPS は 2004 年時点で 20 歳未満 70 歳以上については調査対象にしていない。 
註 3） 『国⺠⽣活基礎調査』および KHPS では前年の所得を尋ねているため、表中では所得









                                                  
11 調査対象に 20 歳未満 70 歳以上が含まれていないにもかかわらず、KHPS がこのように既存統計と






調査年 2000 2003 2004 2005 2004
最低十分位 2.2 2.4 2.7 2.8 3.2
II 4.4 4.6 4.8 4.9 5.3
III 5.9 6.0 6.0 5.9 6.4
IV 7.1 7.0 7.0 7.0 7.4
V 8.3 7.7 7.9 8.0 8.4
VI 9.7 9.2 9.2 9.1 9.5
VII 11.2 10.8 10.8 10.7 10.8
VIII 13.0 12.6 12.4 12.6 12.3
IX 15.7 15.5 15.2 15.3 14.7











註 1） 2004 年では「Wave1 で回答していたが Wave2 もしくは 3 でサンプル脱落もしくは⾮回
答」、2005 年では「Wave2 で回答していたが、Wave1 で⾮回答もしくは、Wave3 でサン




















I 26 22 28
II 19 20 18
III 18 18 19
IV 21 17 20
V 16 23 15




















いるが、KHPS は 2004 年時点で 20 歳未満 70 歳以上については調査対象にしてい
ない。したがって、（a）にかんし KHPS2004 では 20−25 歳、KHPS2005 では 21
−25 歳、KHPS2006 では 22−25 歳、（b）にかんし KHPS2004 では 66−69 歳、
KHPS2005 では 66−70 歳、KHPS2006 では 66−71 歳、（c）にかんし KHPS2004
では 20−69 歳、KHPS2005 では 21−70 歳、KHPS2006 では 22−71 歳が当該調
査年次における実際の年齢階級となる。⾦⼦他（2005）附属表、KHPS2006 に基づ
く集計。 








調査年 2000 2000 2003 2004 2005 2003 2004 2005
18-25a) 17 17 22 20 18 16 17 18
26-40 12 12 12 12 13 15 12 12
41-50 12 11 9 8 8 11 8 9
51-65 14 14 13 11 12 14 11 11
66-75歳b) 19 21 21 16 13 22 15 14












































査年ではなく、所得を得た年を表記する。たとえば、2004 年に実施した第 1 回調査で把




観する。この表は 2 時点間での所得階層間移動を表すのに便利である。表 1-5 では、1 年
間の世帯所得に基づいた等価総所得（I）の中位値（mI）を基準に、所得が中央値の半分
以下（I < 0.5mI）、中央値の半分以上 0.75 倍以下（0.5mI < I < 0.75mI）、中央値の 0.75
倍以上中央値以下（0.75mI < I < mI）、中央値以上中央値の 1.25 倍以下（mI < I < 1.25mI）、
中央値の 1.25 倍以上 1.5 倍未満（1.25mI < I < 1.5mI）、中央値の 1.5 倍以上（1.5ｍI < 
I）の 6 階層間の遷移をみている。最低所得階層は定義により相対的貧困（等価総所得の
中位値の半分以下）と⼀致している。 
表 1-5 では、縦⽅向に 2003 年（2004 年調査）の所得階層、横⽅向に 2004 年（2005 年
調査）の所得階層を表している。所得階層が完全に固定的である場合、対⾓線上の網掛
け部分がすべて 100％を⽰すことになる。完全にランダムに移動する場合には各セルは
17%（=100/6）となる。表 1-5 では、2003 年で最低所得階層にいたものの約半分（49%）









表 1-5：2003 年から 2004 年の所得階層間移動 
 
註 1） I：等価総所得、mI：等価総所得の中央値。KHPS2006 に基づく集計。 
註 2） KHPS では前年の所得を尋ねているため、表中では所得を得た年を表記している。 
出所） ⽯井・⼭⽥（2007）。調査年で表記されていたものを、所得を得た年に改めた。 
 
さて、表 1-5 で⽰されているように、毎年 49%の確率で貧困者が 1 年後も貧困層にと
どまるというペースが続くことを想定すれば、2 年後には 24%（=49/100*49/100）のみ
が継続的に貧困層に留まることが予想される。これに、貧困層に逆戻りする確率――す
なわち 2004 年で貧困から抜け出したものが 2005 年に再び貧困層に戻る確率――がラン
ダムであると仮定して、9%（=（1-49/100）/6）を⾜すと、2003 年で貧困層にいたもの
の 33%が 2005 年でも貧困層にいることが予想される12。現実はどうであろうか。 
表 1-6 では、2003 年から 2005 年における所得階層間移動を遷移確率で⽰している。























1.5mI < I Total
I < 0.5mI 48.9 35.4 10.2 2.3 1.3 2.0 100
0.5mI < I < 0.75mI 10.0 45.6 33.7 6.1 3.6 1.0 100
0.75mI <I < mI 7.1 13.4 47.7 19.2 8.0 4.7 100
mI < I < 1.25mI 2.7 5.4 20.9 32.3 26.8 11.9 100
1.25mI < I < 1.5mI 1.0 3.1 12.4 19.7 37.3 26.4 100
1.5mI < I 1.8 2.2 3.0 4.9 16.1 72.1 100
 Total 11.0 17.7 21.4 13.2 14.0 22.7 100
30 
 
表 1-6： 2003 から 2005 年の所得階層間移動 
 
註 1） I：等価総所得、mI：等価総所得の中央値。KHPS2006 に基づく集計。 









1-7 に⽰すよう 3 つのタイプに分類し13、⼈々がどのくらいの期間、貧困を経験している
のかについて分析していく。 
表 1-7 では、2005 年（2006 年調査）時点の貧困率と、調査対象者の 3 年間における所
得変動がどのように 3 タイプに分類されるのかを表している。1 時点の貧困者の割合を
⽰す静態的貧困率をみると、貧困世帯は全体の 11％であることがわかる。しかし、観測
























1.5mI < I Total
I < 0.5mI 46.6 29.8 16.1 3.9 1.6 2.0 100
0.5mI < I < 0.75mI 13.1 40.8 30.6 7.0 5.1 3.4 100
0.75mI <I < mI 4.7 20.0 41.9 21.4 6.6 5.5 100
mI < I < 1.25mI 3.0 6.8 23.9 30.9 21.1 14.4 100
1.25mI < I < 1.5mI 4.2 3.1 9.8 21.8 31.6 29.5 100
1.5mI < I 1.4 3.5 4.5 7.5 12.2 70.9 100
 Total 11.1 17.7 21.3 14.5 11.7 23.7 100
31 
 
表 1-7：2005 年の貧困率と 3 年間にわたる貧困経験タイプ別の割合 
 
註 1） KHPS2006 に基づく集計。 










































註 2）世帯情報はすべて 2004 年調査時点におけるもの。 






N=2,151 相対リスク比 z値 相対リスク比 z値
世帯類型（レファレンス：核家族および三世代同居）
単身（高齢以外） 2.01 2.71 *** 2.36 2.16 **
ひとり親世帯 3.71 2.58 *** 12.61 4.76 ***
単身高齢 2.93 1.68 * 1.12 0.12
世帯主性別（レファレンス：男性）
女性 1.60 2.31 ** 4.24 5.17 ***
世帯主学歴（レファレンス：高卒および高専･短大）
中卒 1.85 3.65 *** 3.98 5.17 ***
大卒・大学院 0.46 -4.73 *** 0.37 -2.78 ***
不詳 1.34 1.20 0.98 -0.05
世帯主年齢（レファレンス：30-64歳）
29歳未満 2.35 3.50 *** 4.15 3.86 ***
65歳以上 1.44 2.12 ** 1.23 0.65
世帯内就業者数（レファレンス：1人）
0人 1.38 1.25 3.27 3.24 ***
2人以上 0.78 -1.57 0.83 -0.63












































表 1-9：世帯主の就業形態別にみた慢性的貧困の割合  
 
註 1）回答者もしくはその配偶者が世帯主であるサンプルに限定。 
註 2）慢性的貧困とは 3 年間の等価総所得の平均が貧困線以下にあるケースをさす。 
註 3）2004 年時点の貧困率は 2005 年度調査に基づく値。 




















N=1,625 非慢性的貧困 慢性的貧困 2004年時点の貧困率
自営業・家族従業員・自由業 88 12 12
在宅就労・内職・委託・請負 86 14 14
雇用者 94 6 7
　　うち 正規 97 3 4








表 1-10 貧困経験タイプ別 資産保有状況 
 
註 1）資産の保有状況については 2004 年（2005 年調査）の状況を集計。KHPS2006 に基づ
く集計。 
註 2）慢性的貧困とは 3 年間の等価所得の平均が貧困線以下にある状況をさす。 










ここでは、KHPS の 2005 年調査から 2009 年調査を⽤い、4 期間15の貧困突⼊を対象に
ロジット分析16を⾏う。2004 年（2005 年調査）で貧困層にいなかったものに分析対象を
限定したうえで、各期で貧困層に突⼊した場合、被説明変数を 1、そうでない場合は 0 と
                                                  


























なお、KHPS では昨年 1 年間の所得を尋ねているため、分析で⽤いる変数を作成する
際には、各変数で時間のズレがないように注意を要する。具体的には、t 年に貧困状態に
あるかどうかについては t+1 年調査の情報で判断し、t-1 年から t 年にかけて貧困状態へ
突⼊したかどうかについては、t 年調査と t+1 年調査の情報で判断する。⼀⽅、t-1 年か
ら t 年にかけて貧困状態へ突⼊した要因として、同時期の就業形態や世帯構造の変化を
捉える際には、単純に t-1 年調査と t 年調査の情報を⽤いる。また、t-1 年から t 年にか
けて貧困状態へ突⼊した要因として、世帯主の属性など静態的情報について、t 年調査（t
年 1 ⽉）の情報を⽤いる。 
表 1-11 および表 1-12 には、貧困層への突⼊にかんするロジット分析の結果を⽰して
いる。 表 1-11 では、年⾦給付の貧困防⽌効果をみるために、世帯主が 20-59 歳の世帯























　　　　　　　t-1年非貧困→t年非貧困：0 係数 限界効果 係数 限界効果
【ｔ年1月の状態】
世帯の状況
　単身世帯ダミー 0.56 0.8% 1.21 ** 5.5%
　ひとり親世帯ダミー 1.39 ** 3.3%
　世帯人員数 0.30 ** 0.3% ** 0.41 ** 1.1% **
　世帯主を除く就業者数 -0.47 ** -0.5% ** -0.31 -0.8%
世帯主の状況
　健康状態が良くない 0.47 0.7% 0.56 1.8%
　就業形態カテゴリー（ref：無業）
　　自営業 -2.41 *** -1.5% *** 0.09 0.2%
　　正規雇用者 -3.43 *** -14.6% *** -0.40 -1.0%
　　非正規雇用者 -1.57 *** -1.0% *** 0.33 1.0%
　基礎年金満額受給 -0.73 * -2.0% *
　仕事のための学習週1回以上実施 -0.98 ** -0.9% ** 0.06 0.2%
【t-1年からt年における変動】
世帯人員数の変動（ref：変動なし）
　　増加 0.81 ** 1.3% 0.93 3.7%
　　減少 -0.44 -0.4% -0.41 -0.9%
ひとり親世帯に移行 2.68 ** 13.4%
世帯主の健康状態悪化 -0.63 * -0.6% ** 0.94 *** 3.3% **
世帯の就業者数の変動（ref：変動なし）
　　減少 1.34 *** 2.7% ** 0.90 ** 3.3%
　　増加 0.05 0.1% -1.06 -2.0% *
年次別完全失業率 2.16 *** 2.5% *** 0.12 0.3%




























































　ひとり親世帯ダミー 1.99 * 2.7%
　世帯人員数 0.53 *** 0.2% **
　世帯主を除く就業者数 0.03 0.0%
世帯主の状況
　健康状態が良くない 1.26 ** 1.0%
　仕事のための学習週1回以上実施 -1.35 * -0.4% **
【ｔ-1年からt年における変動】
世帯人員数の変動（ref：変動なし）
　　増加 1.35 ** 1.2%
　　減少 -0.73 -0.2%
ひとり親世帯に移行ダミー 6.07 *** 65.8% *
世帯主の健康状態悪化ダミー -1.27 * -0.5% **
世帯主の就業形態の変化（変化なし）
　　正規雇用→無業 2.31 * 3.9%
　　正規雇用→非正規雇用 1.93 ** 2.5%



























KHPS の 2005 年調査から 2009 年調査を⽤い、2004 年から 2008 年の 5 年間に着⽬し
て、t-1 年に貧困層にいたものを対象に、翌年貧困から脱出した場合は 1、貧困層に留ま
る場合は 0 となる被説明変数をおき、その要因についてロジット分析を⾏う18。観測数







受給した 29% 71% 184人
受給しなかった 25% 75% 108人





















果になっている。貧困世帯では就業者が 1 ⼈から 2 ⼈になっても、賃⾦率が低く⼗分な
所得を得ることができない可能性を⽰している。実際、OECD（2008）の報告によると、
⽇本は、貧困層における就業率がもっとも⾼い国の 1 つである。貧困層のうち、無業世
帯は OECD30 か国平均で 37.3%、⼀⽅、⽇本では 17.3%であり、就業者が 2 ⼈以上い
る世帯は、OECD30 か国平均で 17%、⽇本では 39%と、ワーキング・プアが多いこと
がわかる20。 












ミーについては、現役の世帯では 2007 年以降の景気の低迷を反映して、2006 年と⽐較







註 3）KHPS2009 に基づく集計。 
出所）⽯井（2010）。紙⾯の都合上、表⽰を⼀部改編している。 
被説明変数：t-1年貧困→t年非貧困：1
　　　　　　t-1年貧困→t年　貧困：0 係数 限界効果 係数 限界効果
【t年1月の状態】
世帯の状況
　単身世帯ダミー -1.04 * -18.8% ** -0.16 -3.9%
　ひとり親世帯ダミー -1.69 *** -28.1% ***
　世帯人員数 -0.25 ** -5.5% ** 0.36 8.6%
　世帯主を除く就業者数 0.49 *** 10.6% *** 0.66 ** 16.0% *
世帯主の状況
　健康状態が良くない 0.12 2.6% 0.71 17.4%
　就業形態カテゴリー（ref：無業）
　　自営業 1.12 * 25.4% * 1.29 ** 31.0% ***
　　正規雇用 2.00 *** 44.8% *** 1.60 * 37.2% **
　　非正規雇用 1.59 ** 37.0% *** 2.14 *** 47.9% ***
　基礎年金満額受給 1.13 ** 26.4% ***
　仕事のための学習週1回以上実施 -0.12 -2.7% 0.40 9.9%
【t-1年からt年における変動】
世帯人員数の変動（ref：変動なし）
　　増加 -0.80 -14.8% 0.60 14.9%
　　減少 0.84 * 20.0% * 0.89 21.9%
世帯の就業者数の変動（ref：変動なし）
　　増加 0.25 5.6% 0.59 14.5%
　　減少 -1.01 ** -18.3% ** -1.17 ** -25.1% **
観測年ダミー（ref：2006年）
　　2005年ダミー -0.33 -7.1% 1.90 *** 43.9% ***
　　2007年ダミー -0.66 * -13.4% ** 1.45 ** 34.8% ***



























観測期間 3 年間ともに相対的貧困にある⼈々の割合は、3 年間のうち 1 年間ないし 2 年
間相対的貧困にある⼈々の割合よりも低く、静態的貧困で把握される貧困の多くは短期
間の貧困であり、⽇本もその例外ではない。3 年間貧困にいた割合は、⽇本では OECD










づく計算。データは、ヨーロッパ諸国は ECHP（2002−2004 年）、カナダは CNEF（1999−2001
年）、オーストラリアは CNEF（2001−2003 年）、アメリカは SIPP（2001−2003 年）。⽇本の
値は筆者と⼭⽥篤裕教授が KHPS（2005−2007 年）で集計したものを OECD に提供した。 













なっているが、OECD 平均では相対的リスクは 0.5 倍である。貧困脱出の要因分析でも
1年間 2年間 3年間
ルクセンブルク 4.4 3.0 2.6
オランダ 5.6 3.1 1.3
ドイツ 5.5 2.9 2.3
デンマーク 7.3 2.1 1.7
フィンランド 5.9 2.5 2.8
ベルギー 7.3 2.4 2.6
オーストリア 6.6 2.8 2.9
フランス 7.6 3.6 2.8
OECD17か国平均 7.8 4.3 4.7
カナダ 7.4 4.6 6.2
イタリア 7.8 5.6 5.7
日本 9.3 5.3 4.6
イギリス 9.2 5.2 5.2
ポーランド 8.2 5.0 7.2
アイルランド 7.8 6.3 8.1
ギリシャ 9.5 6.3 7.2
アメリカ 9.2 5.7 8.4
スペイン 11.2 6.9 5.6









註 1）等価尺度を世帯員数の 0.5 乗とおく、等価可処分所得に基づく計算。⽇本についてのみ等価総所
得に基づく計算。データは、ヨーロッパ諸国は ECHP（2002−2004 年）、カナダは CNEF（1999
−2001 年）、オーストラリアは CNEF（2001−2003 年）、アメリカは SIPP,（2001−2003 年）。⽇














1年間 2年間 3年間 1年間 2年間 3年間 1年間 2年間 3年間 1年間 2年間 3年間 1年間 2年間 3年間 1年間 2年間 3年間
オーストラリア 1.1 1.8 3.8 1.0 1.2 1.1 1.1 1.0 0.6 0.8 0.3 0.2 1.7 3.5 4.0 0.8 0.5 0.1
オーストリア 1.7 2.5 3.7 0.8 0.9 1.6 2.3 1.1 1.6 0.8 0.7 0.4 1.4 3.3 4.3 0.9 0.7 0.3
ベルギー 1.2 2.0 3.2 1.3 1.7 1.4 1.8 1.4 1.9 0.7 0.5 0.4 2.0 3.9 4.8 0.8 0.4 0.2
カナダ 1.2 1.7 2.5 0.8 0.7 0.4 1.1 1.2 1.3 0.8 0.7 0.6 1.1 3.3 7.4 1.0 0.9 0.6
デンマーク 1.9 6.9 6.4 1.3 0.8 0.8 2.2 0.2 5.2 0.6 0.1 0.0 0.7 3.4 8.0 0.7 0.6 0.3
フィンランド 1.8 4.0 5.0 0.6 0.5 0.3 1.3 0.8 0.4 0.7 0.2 0.1 1.7 2.3 5.3 1.0 0.9 0.4
フランス 1.5 1.7 2.9 0.8 1.2 1.0 1.5 2.4 2.4 0.9 0.7 0.6 1.4 2.7 5.4 1.0 0.8 0.4
ドイツ 1.8 2.1 3.3 0.6 0.7 0.7 2.5 5.6 2.4 0.8 0.5 0.4 2.2 4.0 5.0 0.9 0.7 0.4
ギリシャ 1.0 1.1 2.9 1.0 1.4 2.3 1.0 1.3 0.8 0.9 0.7 0.5 1.0 2.7 1.8 1.0 0.8 0.5
アイルランド 1.3 1.7 5.5 1.5 1.5 0.8 1.4 1.0 0.7 0.9 1.0 0.6 1.4 2.0 5.1 0.9 0.9 0.4
イタリア 1.4 1.2 1.7 0.8 0.5 0.6 0.9 1.1 1.0 1.0 1.1 1.1 1.2 1.8 2.7 1.0 1.0 0.8
ルクセンブルク 0.8 0.9 0.9 0.4 0.4 0.9 2.3 1.4 2.2 1.0 1.3 0.8 1.1 4.4 2.1 1.1 0.7 0.9
オランダ 1.7 1.0 2.0 0.7 0.3 0.0 1.5 4.8 7.4 0.9 0.8 0.3 2.1 4.5 6.9 0.9 0.8 0.5
ポルトガル 1.4 2.1 4.3 1.1 1.5 1.9 1.2 1.4 1.3 1.0 0.9 0.7 2.5 2.9 4.2 0.9 0.8 0.6
スペイン 2.0 1.9 1.1 0.9 0.9 2.1 0.8 1.0 1.6 1.1 0.9 0.9 1.3 3.2 3.5 1.0 0.8 0.7
イギリス 1.4 1.7 2.0 0.6 0.7 0.5 1.5 2.5 2.8 0.9 0.6 0.7 1.4 3.0 4.5 0.9 0.7 0.5
アメリカ 1.2 1.4 2.2 0.7 0.6 0.5 1.2 1.3 1.4 0.9 0.7 0.5 1.2 1.4 1.7 0.8 0.7 0.4
OECD17か国平均 1.4 2.1 3.1 0.9 0.9 1.0 1.5 1.7 2.1 0.9 0.7 0.5 1.5 3.1 4.5 0.9 0.7 0.5















































































































る影響とその要因について、OECD が 2011 年に出版した所得格差の要因解明をテーマ






分析する。ここでは、OECD が 2015 年に出版した報告書 In It Together: Why Less 
Inequality Benefits All”に掲載された筆者が⾏った⽇本の分析結果について、国際⽐較と
ともに紹介する。最後の第 6 節では、⾮正規労働が若年単⾝者に与える不利益について






























ジニ係数は 0 から 1 の値をとり、その国の所得が国⺠全員に均等に分配されていれば







Income distribution Database より引⽤。 
 
ジニ係数により⽇本の所得分配の平等度をみてみると、実際、1980 年代終わりから




では、2009 年まで上昇傾向であったが、その後 2014 年には 0.281 に低下、『国⺠⽣活基
礎調査』でも、2009 年をピークに直近の 2012 年には低い値を⽰している。 
⽇本では、1980 年代から 2000 年にかけて所得格差が拡⼤傾向にあったが、他の先進
国ではどうだったのだろうか。図 2-3 では、1980 年代半ばから 2013 年前後のジニ係数
                                                  
3 第 1 章第 3 節 1 項参照。 
4 総務省『全国消費実態調査』および厚⽣労働省『国⺠⽣活基礎調査』における所得分布の違いにつ





図 2-3：1980 年代半ばから 2013 年前後のジニ係数の変化 
 












































                                                  
6 Förster and Tóth（2015）は、所得格差を引き起こす要因を 6 つ（マクロ経済、グローバリゼーショ
ン、労働市場、政治過程、税・社会保障による再分配政策、⼈⼝構成）に分類している。 







『平成 24 年就業構造基本調査』をもとに、20 歳から 64 歳の⾮正規労働者（パート、ア
ルバイト、派遣社員、契約社員、嘱託、その他といった企業における呼称）について、
男⼥・配偶状況別割合を⽰している。無配偶男性が 15％、有配偶男性が 14％、無配偶⼥

























有配偶 無配偶 有配偶 無配偶
15-34歳 3% 29% 7% 16%
35-59歳 10% 15% 46% 12%












か。表 2-3 は慶應義塾⼤学『⽇本家計パネル調査（KHPS サンプル）』の 2004 年調査と















正規 非正規 自営 無業 合計
正規 11% 20% 6% 29% 66%
非正規 1% 2% 0% 2% 6%
自営 2% 3% 10% 6% 22%
無業 1% 1% 1% 4% 7%









正規 非正規 自営 無業 合計
正規 13% 31% 4% 23% 71%
非正規 1% 3% 1% 2% 8%
自営 2% 5% 7% 4% 18%
無業 1% 1% 0% 2% 4%






















図 2-4：勤続 5 年未満の⾮正規労働者における前職の状況（⼥性のみ） 
 
註）総務省『平成 24 年就業構造基本調査』より、勤続 5 年未満の⾮正規労働者におけ
る前職の就業上の地位を把握した。ただし、これのみでは、勤続 5 年未満の⾮正規
労働者で前職がないもの（無業からの転⼊者）についての⼈数が把握できないた
め、『平成 24 年就業構造基本調査』の別の統計表より、勤続 5 年未満の⾮正規労働
者総数を把握し、そこから前職がある⼈の数を差し引いて、無業からの転⼊者の数
を算出した。 























出所）総務省「平成 14 年就業構造基本調査」の集計表（z188 および z194）および「平成 24 年就業構




造基本調査』の平成 14 年調査（2002 年）と平成 24 年調査（2012 年）の公表されてい
る表に基づき、夫の年齢が 59 歳以下の有配偶世帯に限定して、夫の所得階層別に妻の就
2002年
（N=18,848,500） 自営業者 正規雇用者 非正規雇用者
夫有業 低(400万円未満) 12.8% 21.1% 30.8% 35.3% 100%
中(400-700万円未満) 6.4% 19.9% 31.4% 42.3% 100%
高(700万円以上) 6.0% 15.2% 31.6% 47.2% 100%
夫無業 43.4% 100%
2012年
(N=15,576,800) 自営業者 正規雇用者 非正規雇用者
夫有業 低(400万円未満) 5.4% 24.1% 40.2% 30.2% 100%
中(400-700万円未満) 3.1% 23.0% 36.5% 37.4% 100%




















註）JHPS の有配偶世帯で、2009 年と 2016 年の両年度のデータが揃う世帯（2009 年時




紹介しておく。図 2-5 は、JHPS の有配偶世帯に限定して、夫の所得階層別に 7 年間（2009







せに変化をもたらす。表 2-5 は、表 2-4 と同じく『就業構造基本調査』を⽤い、2002 年























妻 低 中 高 計
夫 (無業者) (200万円未満※2) (200万円以上)
低(400万円未満※1) 13% 13% 6% 32%
中(400-700万円未満) 18% 14% 8% 40%
高(700万円以上) 14% 9% 5% 28%
計 44% 36% 20% 100%
2012年（N=15,547,400）
妻 低 中 高 計
夫 (無業者) (200万円未満※2) (200万円以上)
低(400万円未満※1) 11% 16% 8% 35%
中(400-700万円未満) 15% 16% 10% 41%
高(700万円以上) 10% 8% 5% 24%






















本節で⽤いるデータは JHPS の 2009 年度調査データである。OECD(2011)の集計結果
と国際⽐較可能な形にするため、各変数の定義は OECD(2011)での定義に従う。分析対
象は、調査対象者のうち 25 歳から 64 歳までの男⼥とする。 
年収である給与所得については、昨年⼀年間の仕事からの収⼊（税引き前）を⽤いた。
JHPS は、毎年 1 ⽉に調査をするため、2009 年度調査では 2008 年の税引き前の年収を
把握している。時間当たり賃⾦率については、昨年⼀年間の仕事からの収⼊を、年間週
数（365 ⽇/7 ⽇）と週の労働時間で除すことで算出した。また、回答誤差を最⼩化する


























                                                  
9 具体的には 2 つの年収の差が 200 万円以上の者は分析から除いた。そのうえで、時間当たり賃⾦率
で 5000 円以上（上位約 5%）となる者も分析の対象から除外した。 
10 OECD(2011)は、OECD 加盟 23 か国を分析対象としており、いずれの国についても Luxemburg 
Income Study の提供する所得の個票データを利⽤している。そのうち、12 か国 については税引き前






























































































数値の分散、および、2 つの共分散の 2 倍に分解している。 










労働時間が 30%、交叉効果 15%を説明していることがわかる。 
参考までに、他の 9 か国について平均値をみると、年間給与所得の分散が 0.88 であり、
オーストラリア  2003 0.460 (1.00) 0.210 (0.457) 0.255 (0.554) -0.005 -(0.011)
カナダ  2004 1.539 (1.00) 0.934 (0.607) 0.222 (0.144) 0.383 (0.249)
チェコ  2004 0.416 (1.00) 0.300 (0.721) 0.055 (0.132) 0.061 (0.147)
フィンランド  2004 1.085 (1.00) 0.553 (0.510) 0.233 (0.215) 0.298 (0.275)
ドイツ  2004 1.089 (1.00) 0.441 (0.405) 0.333 (0.306) 0.315 (0.289)
イスラエル  2005 0.769 (1.00) 0.504 (0.655) 0.198 (0.257) 0.066 (0.086)
オランダ  2004 0.877 (1.00) 0.394 (0.449) 0.286 (0.326) 0.197 (0.225)
イギリス  2004 0.700 (1.00) 0.347 (0.496) 0.229 (0.327) 0.123 (0.176)
アメリカ  2004 0.972 (1.00) 0.600 (0.617) 0.218 (0.224) 0.154 (0.158)
OECD9か国平均 0.879 (1.00) 0.476 (0.546) 0.225 (0.276) 0.177 (0.177)
日本  2008 0.782 (1.00) 0.424 (0.542) 0.238 (0.304) 0.120 (0.154)
2xCov(ln_hw, ln_ah)
(1) (2) (3) (4)
Var(ln_AE) Var(ln_hw) Var(ln_ah)








































（１）ジニ係数――個⼈ vs. 世帯 
まずは、OECD(2011)の分析を参考に、個⼈間で給与所得の格差をみた場合と、世帯間
で世帯の給与所得の格差をみた場合で、どの程度格差の⼤きさが変わるかについて確認










ニ係数は 0.53 と OECD 平均値よりも⼤きいが、世帯間でみると、⼤幅にジニ係数が下
                                                  
11 この分析結果は、OECD(2015)の“Non-standard work, job polarisation and inequality”の節で⽇本の
結果として掲載されている。 

























下の 4 タイプに分ける。 
                                                  












① 正規労働世帯：少なくとも 1 ⼈以上の正規労働者がいる世帯で、その他の世帯員
も正規労働者、もしくは無業者である世帯。 
② ⾮正規労働世帯：少なくとも 1 ⼈以上の⾮正規労働者がいる世帯で、その他の世
帯員も⾮正規労働者、もしくは無業者である世帯。 










註）⾮正規労働者の定義：OECD(2015)における Non-standard worker に準
ずる。 
出所）OECD 平均値については、OECD(2015)p.171, Figure4.13 より引





















（３）所得階層――個⼈ vs. 世帯 
⾮正規労働者個⼈でみた場合の所得階層と、その⼈が所属する世帯の所得階層には違



















最下層 Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ
(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)
最下層 40.6 22.6 20.1 24.0 17.2 16.1 100
Ⅱ 29.8 28.8 25.9 14.1 15.1 16.1 100
Ⅲ 13.5 21.5 35.5 23.7 9.7 9.7 100
Ⅳ 7.8 3.7 29.6 27.8 22.2 16.7 100
Ⅴ 8.3 10.5 0.0 12.3 21.1 56.1 100

















図 2-10：個⼈所得で最下層にいる⾮正規労働者の世帯所得階層の分布（2012 年前後） 
 































































者である世帯、混合世帯とは少なくとも 1 ⼈以上の⾮正規労働者と 1 ⼈以上の正規労働者がい
る世帯である。 





































上の⾮正規労働者と 1 ⼈以上の正規労働者がいる世帯である。 





























表 2-8：世帯類型ごとのと貧困率 および 貧困層の内訳 
 
註 1）貧困率は OECD 加盟 21 か国（⽇本含む）の平均値。貧困層の内訳については OECD 加盟 20
か国（⽇本含まない）の平均値。 
註 2）⾮正規労働世帯とは 1 ⼈以上の⾮正規労働者がおりその他の世帯員も⾮正規労働者か無業者で
ある世帯、正規労働世帯とは 1 ⼈以上の正規労働者がおりその他の世帯員も正規労働者か無業者
である世帯、混合世帯とは少なくとも 1 ⼈以上の⾮正規労働者と 1 ⼈以上の正規労働者がいる世
帯である。 
出所）OECD 平均値については、OECD(2015)p.178, Figure4.18 および Figure4.19 より引⽤。⽇本の
















非正規労働世帯 21.2% 54.3% 26.2% 21.9% 27.0%
正規労働世帯 5.2% 16.5% 32.8% 4.3% 14.8%
混合世帯 3.8% 14.0% 37.7% 2.6% 2.8%
無業世帯 46.3% 15.2% 3.4% 40.1% 55.4%





















































いて、1980 年代と 2000 年代で⽐較している。いずれの国においても、夫婦で給与所得







































































































                                                  




























                                                  
え、所得分布のどの層で所得の低下がもっとも⼤きかったのか、また、国の社会保障制度が不況に
対してどのように機能したのかにより、影響は異なると述べている。 
2 KHPS は、毎年 2 ⽉に調査が実施されており、所得については前年の所得について、就業状況に
ついては先⽉（1 ⽉）の就業業況について質問している。本章では、KHPS の 2004 年から 2015






























リーマン・ショックは前述のとおり、2008 年 9 ⽉にアメリカの投資銀⾏リーマン・







2009 年にかけて男性の失業者は 44 万⼈増加し、⼥性では 26 万⼈も増加した。失業
率でみると、男性では 4.1%から 5.3%へと 1.2%ポイント上昇、⼥性では 3.8%から








性においては、2008 年から 2009 年にかけて、製造業に従事する就業者数は、正規・
⾮正規雇⽤者合わせて 57 万⼈減少した。⼥性に限っても、製造業での就業者の減少















































2003年 0.375 0.314 16%
2006年 0.392 0.323 18%
2009年 0.409 0.332 19%












間の所得格差にどのような影響を与えただろうか。OECD の Income Distribution 
Database（IDD）に掲載されている⽇本のジニ係数4を参考に検討してみる。 
ここでは、就労世帯（世帯主が 18 歳から 65 歳の世帯）に限定して、課税前所得と
可処分所得それぞれにおけるジニ係数に着⽬し、税・社会保障制度の再分配効果を計









点で、60 歳未満の男性の⾮正規雇⽤者の 7 割以上は無配偶者であった。リーマン・シ
ョックで失業者が急増した男性派遣社員においても、そのうちの多くが無配偶者であ
り、その⼈たちが分析対象から除かれていることには留意が必要である。失業給付に
                                                  
4 IDD では、厚⽣労働省『国⺠⽣活基礎調査』から計算されたジニ係数が提供されている。 
5 ただし、社会保障の現物給付は含まれていない。 
















註 1）KHPS2004-2015 のデータをプールして推計している。 


















0.307 まで下がり、リーマン・ショック後の失業率が 5.1%に急騰した 2009 年にはジ
ニ係数も 0.314 に上昇した。その後、失業率が低下するに従い、ジニ係数も下がり、


































註 1）KHPS2004-2015 のデータをプールして推計している。 
註 2）分析対象は翌年も調査に回答している有業の 20-59 歳の有配偶男性であり、所得階層は分析








正規 非正規 自営業 家族従業者
最低五分位 2,485 44.9 250 46 19 30 4
Ⅱ 2,704 42.7 414 76 5 17 2
Ⅲ 2,911 43.9 543 82 3 14 1
Ⅳ 2,720 46.6 709 91 1 8 0










これらの対象者について、図 3-3 では、1 年間で 10%以上所得が減少した割合を各
年毎に夫の所得の五分位階層別に⽰している。10%以上の所得の低下とは最低所得層
で年間平均 25 万円以上の減少、最⾼所得層で年間平均 100 万円以上の減少を意味し
ており、決してわずかな額の減少ではない。図をみると、いずれの階層においても、
毎年 1 割から 2 割程度のものが 10%以上の所得の低下を経験していることがわかる。 
 
図 3-3：1 年後に所得が 10％以上減少した割合（夫の所得階層別） 
 
註 1）図中の値は、t 期の夫の所得階層別に、t 期から t+1 期に夫の所得が 10％以上減少し
た世帯の割合を時系列に⽰している。 























図 3-4：2008 年から 2009 年にかけて 10％以上所得が減少したもののうち、 
失業・転職を経験した割合（夫の所得階層別） 
 






図 3-5 では、同⼀企業で継続就業していながら 10％以上所得が低下した⼈について、
賞与が減少したかどうかを集計した。所得階層が上がるほど賞与の減少を経験した⼈
の割合が⾼いことがわかる8。 
以上の結果から、次の 2 点が明らかになった。1 点⽬は、2008 年から 2009 年にか
け景気が⼤きく後退した時期において、低所得層のみでなく中⾼所得層も含めて広く、









図 3-5：2008 年から 2009 年にかけて 10％以上所得が減少したもののうち、 
賞与の減少を経験した割合（夫の所得階層別） 
 








































       𝑌௜௧∗ ൌ 𝑥௜௧
′𝛽 ൅ 𝛿𝐷௜௧ ൅ 𝛾𝐼௜௧ିଵ ൅ 𝜃𝐷௜௧ ∙ 𝐼௜௧ିଵ ൅ 𝜇௜ ൅ 𝜖௜௧             (1) 
                                                  
9 この付加的労働者効果について国内外で数多くの研究が存在する。海外と同様に、⽇本国内でも
付加的労働者効果の存在を指摘する研究が多い（樋⼝・阿部 1999; ⿊⽥・⼭本 2007; ⼩原 2007; 










𝐷௜௧は夫の所得が 10%以上低下したことを⽰すダミー変数であり、t-1 期から t 期にか
けて夫の所得が 10%以上低下した場合に 1、それ以外で 0 となるダミー変数である。
𝐼௜௧ିଵは世帯所得五分位ダミーであり、t-1 期における等価世帯所得の⽔準を⽰してい
る。 
今回の分析では 5 つの分位ダミー（第 I 五分位、第 II 五分位、第 III 五分位、第 IV
五分位、第 V 五分位）を作成し、もっとも世帯所得⽔準の低い第 I 五分位ダミーとも












2 つ⽬の妻の労働時間増加に関する分析は、以下のモデルを OLS で推計する。 
 
∆𝑊௜௧ ൌ 𝑥௜௧
′𝛽 ൅ 𝛿𝐷௜௧ ൅ 𝛾𝐻௜௧ିଵ ൅ 𝜃𝐷௜௧ ∙ 𝐻௜௧ିଵ ൅ 𝜇௜ ൅ 𝜖௜௧                  (2) 
                                                  





∆𝑊௜௧は t-1 期から t 期での妻の週平均労働時間の差分を⽰している。分析対象は雇
⽤就業者のみであり、説明変数は(2)式に正規雇⽤ダミーを加えた変数を使⽤する。な









証した結果を⽰している。表中の(A1)と(A3)は Pooled Logit による推計結果であり、
(A2)と(A4)は Random Effect Logit による推計結果である。なお、表中の値は限界効
果である。 
(A1)と(A2)の夫の所得低下ダミーと 1 期前の世帯所得ダミーの交差項をみると、い









                                                  





表 3-3 夫の所得低下が妻の労働市場への新規参⼊に及ぼす影響（限界効果） 
 
註 1）***、**、*はそれぞれ推定された係数が 1％、5％、10％⽔準で有意であるのかを⽰す。 
註 2）()内の値は不均⼀分散に対して頑健な標準誤差を⽰す。 












                                                  
妻ほど失業し、所得低下に直⾯していた場合、必ずしも景気後退期に世帯所得格差の縮⼩につなが
らない可能性がある。この点を確認するためにも就業する妻が失業した場合に 1、継続就業した場




(A1) (A2) (A3) (A4)
夫の所得が10%以上低下ダミー -0.018 -0.027 -0.018 -0.027
(0.022) (0.023) (0.022) (0.023)
1期前の世帯所得五分位ダミー 第V五分位 -0.034 -0.026 -0.076 -0.034
ref：第II～IV五分位 (0.025) (0.029) (0.058) (0.062)
第I五分位 0.019 0.025 -0.004 0.013
(0.016) (0.019) (0.038) (0.043)
1期前の世帯所得五分位ダミー× 第V五分位 0.043 0.044 0.042 0.044
夫の所得が10%以上低下ダミー (0.057) (0.054) (0.057) (0.054)
第I五分位 0.059* 0.064* 0.061* 0.065*
(0.034) (0.038) (0.035) (0.038)
都道府県別有効求人倍率 0.094*** 0.093*** 0.083*** 0.088**
(0.025) (0.032) (0.028) (0.035)




推計手法 Pooled Probit RE Probit Pooled Probit RE Probit
対数尤度 -1166.851 -1144.097 -1166.424 -1144.053


























夫の所得が10%以上低下ダミー 0.385 0.513 0.385
(0.676) (0.860) (0.676)
1期前の夫の所得五分位ダミー 第V五分位 0.514 0.160 0.514
ref：第II～IV五分位 (0.606) (1.332) (0.606)
第I五分位 -0.706 -0.554 -0.706
(0.595) (1.161) (0.595)
1期前の夫の所得五分位ダミー× 第V五分位 -0.724 -0.959 -0.724
夫の所得が10%以上低下ダミー (1.418) (1.850) (1.418)
第I五分位 0.607 0.905 0.607
(1.328) (1.632) (1.328)
都道府県別有効求人倍率 0.411 1.457 0.411
(0.823) (2.106) (0.823)
推計手法 Pooled OLS FE OLS RE OLS
ハウスマン検定
R2 0.004 0.004 0.004
























                                                  
13 厚⽣労働省『所得再分配調査』の結果によると、等価可処分所得で計測したジニ係数は 2004 年
（昨年の所得を聞いているため調査年は 2005 年。以下同様。）に 0.322、2007 年に 0.327、2010
年に 0.322、2013 年に 0.316 となっている。総務省『全国消費実態調査』の結果によりと、等価可




解によりアメリカにおける状況を分析した Lerman and Yitzhaki（1985）では、1979 年以降、⼥性
の収⼊が世帯所得の格差を拡⼤させたと報告しており、同様の⽅法で 1990 年代半ばから 2000 年
代初頭に⽇本の状況について分析した浦川（2007）でも、妻の所得は現役世代の世帯間所得格差
を拡⼤させる⽅向に寄与していると述べている。⼀⽅で、Harkness, Machin and Waldfogel


















































































夫の所得が10%以上低下ダミー 0.15 0.36 0.17 0.38
1期前の世帯所得5分位ダミー 第5五分位 0.15 0.36
第2～4五分位 0.61 0.49
第1五分位 0.24 0.43
1期前の夫の所得5分位ダミー 第5五分位 0.19 0.39
第2～4五分位 0.62 0.48
第1五分位 0.19 0.39
都道府県別有効求人倍率 0.87 0.33 0.89 0.35
夫の学歴ダミー 中高卒 0.44 0.50 0.53 0.50
専門・短大卒 0.06 0.24 0.08 0.27
大卒以上 0.45 0.50 0.34 0.47
妻の学歴ダミー 中高卒 0.45 0.50 0.50 0.50
専門・短大卒 0.32 0.47 0.29 0.45
大卒以上 0.16 0.37 0.13 0.34
妻の年齢 42.47 8.36 44.75 7.28
妻の雇用形態ダミー 正規雇用 0.28 0.45
非正規雇用 0.72 0.45
3歳以下の子供ありダミー 0.23 0.42 0.06 0.24
子供数 1.83 0.98 1.88 0.92
貯蓄額（万円）／100 6.42 10.93 5.07 8.23
















































































例えば、Douthitt（2000）はアメリカの 1985 Time Use Survey を⽤い Vickery（1977）
の研究のアップデートを試みている。また、Harvey and Mukhopadhyay（2007）では、



























間が 4 時間以下しか取れない⼦どもが 1 割、⽗親と会話する時間が 4 時間以下の⼦ど









具体的には 1 ⽇の総時間から基礎的活動時間 Te（睡眠・⾷事・⾝の回りの⽤事（排
泄・⼊浴・⾝⽀度など）、および最低限必要な余暇時間2も含む）を差し引いた値をと
                                                  
1 具体的には、6 歳未満の⼦どもを抱えるふたり親世帯の⺟親とひとり親世帯の⺟親の労働時間の
差を⽇⽶⽐較し、アメリカでは仕事時間の差は 1 時間未満であるのに対し、⽇本では４時間以上あ
り、有業者だけを⽐較しても 2 時間以上あることを明らかにしている。また、その差は 80 年代か
ら 2000 年代にかけて拡⼤しているとも指摘している。 
2 Vickery（1977）では，世帯の家庭⽣活を機能させるために睡眠・⾷事・排泄・⼊浴・⾝⽀度と





る。Tm から T1 を差し引いた値は配分可能時間（Ta）である。Tm から原点（0）に向







M0 と T1 の 2 軸により、右上の領域を「（所得も時間も）⾮貧困」、右下の領域を「所
得貧困・時間⾮貧困」、左上の領域を「所得⾮貧困・時間貧困」、左下の領域を「所得
貧困・時間貧困」の 4 つに分けることができる。 
 
図 4-1：所得と時間による 2 次元的貧困線 
 
出所）Vickery（1977）および Harvey and Mukhopadhyay（2007）を参考に作成。 
 
さらに、所得と時間の⼆次元的貧困線（図 4-1）では、忙しくて最低限必要な家事時









図 4-1 の線分 EM1 は、最低限必要な家事時間を確保できなかった場合に、市場から
家事を代替する財・サービスをその不⾜時間に応じて購⼊する場合の予算線を⽰して


















                                                  
3 ⽣活保護の制度発⾜当初は、マーケット・バスケット⽅式（昭和 23 年〜35 年）により、最低⽣
活を営むために必要な⾐⾷住に係る費⽤を積み上げて扶助基準を算出、その後、エンゲル⽅式（昭
和 36 年〜39 年）により、最低限必要な⾷費とエンゲル係数の理論値から総⽣活費を逆算し扶助基
準を求めており、絶対的な観点から貧困を定義していたと考えられる。（参照：厚⽣労働省第２回
社会保障審議会⽣活保護基準部会資料「⽣活保護基準の体系等について」






地域ごとの⽣活様式や物価の違いを考慮し、全国を 6 区分の級地（1 級地-1、1 級地-




























ついて、世帯類型ごとの平均値を表 4-1 に掲載する。 
分析対象世帯の中でもっとも所得貧困線が⾼いのは、都市部（1 級地）に住む夫婦
と未就学児が 2 名以上いる世帯で⽉額約 24 万円、もっとも低いのは、3 級地に居住
する単⾝世帯で⽉額約 8 万円と推計された。 
 
表 4-1：JHPS2011-2013 における最低⽣活費の推計値 
 
出所）平成 22 年から 24 年の⽣活保護の扶助基準に従い，JHPS2011-2013 を⽤いて作成。 
 
（３）どうやって貧困線を設定するか――時間の貧困線 
時間にかんする貧困線（図 4-1 における T1）は、最低限必要な家事時間を意味して









                                                  
4 Vickery（1977）では，当時の⽣活時間調査を参考に、少なくとも専業主婦（主夫）が 1 ⼈いる
(円／月額）
平均値 観測数 平均値 観測数 平均値 観測数
単身世帯 121,698 196 103,805 103 79,415 63
ひとり親世帯 239,611 35 189,157 25 184,202 13
ふたり親世帯（末子6歳以上） 234,897 420 221,643 265 190,865 208
ふたり親世帯（6歳未満1名） 233,906 201 219,492 111 190,723 109
ふたり親世帯（6歳未満2名以上） 242,988 85 218,979 54 204,127 46
夫婦ふたり世帯（子どもなし） 145,122 254 117,536 202 107,840 154






線としてあてはめた5。結果は表 4-2 に⽰す。例えば、夫婦と未就学児が 2 名以上いる
世帯では、最低限必要家事時間は夫婦合わせて週 77 時間となる。夫婦と⼦供が⼩学
⽣以上の世帯では、育児時間が短くなるため、最低限必要家事時間は夫婦合わせて週
50.9 時間と短い。単⾝世帯となると、1 ⼈当たり最低限必要家事時間は週 21.2 時間
でもっとも短い。 
基礎的活動時間（Te）についても、先⾏研究では⽣活時間調査における成⼈の平均
値をあてはめているケースが多い。例えば、Vickery（1977）では United States 1966 








⼥性で 7.2 時間/⽇、⾝の回りの⽤事は男性で 1.1 時間/⽇、⼥性で 1.5 時間/⽇、⾷事
は男性で 1.5 時間/⽇、⼥性で 1.6 時間/⽇である。さらに、先⾏研究に倣い、基礎的
活動時間には最低限必要な余暇時間を含めることとした。これについては、⽉曜⽇か
ら⾦曜⽇は 1 時間/⽇、⼟曜⽇と⽇曜⽇は 3 時間/⽇と仮定した。 
                                                  
世帯における家事時間の平均値を最低限必要な家事時間としている。Harvey and Mukhopadhyay































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































る実際の時間配分を参考に、線分 EM1 に 2 か所の屈折点を設け、各サービスの価格
を傾きに持つ曲線を作成した8。 
                                                  

















る。JHPS は 2009 年より全国の成⼈男⼥約 4,000 ⼈を対象に開始されたパネル調査
であり、世帯構成、就業状況、所得、⽣活時間、居住状況など幅広い項⽬を調査して
                                                  
保育という順番でサービスを購⼊する想定になっている。 
9 ⼤⼿宅配業者の冷蔵宅配サービス 972 円（2 ㎏まで）を週 3 回利⽤すると仮定。時間換算するた
めに、1 ⽇当たり 30 分買い物する代わりに、（972×3 回）÷（0.5 時間×7 ⽇）=833 円で、買い
物にかんする 1 時間当たりの代替率が 833 円となる。 









12 1 時間当たりの税抜き価格 3,300 円に交通費 900 円⼀律を加えたものである。なお、参照した業





















て、20 歳未満の⼦どもと夫婦からなる世帯について、「ふたり親と末⼦が 6 歳以上の
⼦からなる世帯」、「ふたり親と 6 歳未満の⼦が 1 名からなる世帯」、「ふたり親と 6 歳
未満の⼦が 2 名以上からなる世帯」の 3 つに分ける。⼗分なサンプルサイズを確保す
るため、分析によっては、「ふたり親と 6 歳未満の⼦が 1 名からなる世帯」と「ふた






































                                                  






































































帯で時間貧困率が 10%を超えている。また、末⼦が 6 歳以上のふたり親世帯、および



















単身世帯（男子） 23.0 24.2 221 23 10%
単身世帯（女子） 24.7 24.2 141 20 14%
ひとり親世帯 6.3 19.9 73 29 40%
ふたり親世帯（末子6歳以上） 全体 44.9 25.8 893 43 5%
共働き 38.1 24.6 656 42 6%
ふたり親世帯（6歳未満1名以上） 全体 28.6 24.3 606 73 12%
共働き 13.6 25.4 239 67 28%
夫婦ふたり世帯（子どもなし） 全体 62.3 35.3 610 20 3%











註）サンプルサイズが 50 以下の分類については、各種貧困率の掲載を割愛している。 
出所）JHPS2011-2013 を⽤いて作成。 
 







次に、図 4-1 に⽰すとおり、5 つの貧困タイプ（「⾮貧困」「所得貧困・時間⾮貧困」
「所得貧困・時間貧困」「時間調整後所得貧困」「時間調整後所得⾮貧困」）について、
単身世帯（男性） 221 15.4% 10.4% 0.0%
単身世帯（女性） 141 24.1% 14.2% 2.8%
ひとり親世帯 73 75.3% 39.7% 28.8%
ふたり親世帯（末子6歳以上） 夫常勤＋妻常勤 98 3.1% 17.3% 0.0%
夫常勤＋妻非常勤 387 5.2% 2.6% 0.0%
その他共働き 171 19.9% 8.8% 0.6%
片働き 233 10.3% 0.4% 0.0%
無業 4 - - -
ふたり親世帯（6歳未満1名以上） 夫常勤＋妻常勤 60 8.3% 56.7% 5.0%
夫常勤＋妻非常勤 109 12.8% 16.5% 2.8%
その他共働き 70 30.0% 21.4% 2.9%
片働き 366 13.9% 1.6% 0.3%
無業 1 - - -
夫婦ふたり世帯（子どもなし） 夫常勤＋妻常勤 116 1.7% 7.8% 0.9%
夫常勤＋妻非常勤 120 0.0% 2.5% 0.0%
その他共働き 133 3.0% 6.0% 0.0%
片働き 197 4.6% 0.0% 0.0%
無業 44 - - -
合計 2,544 12.5% 8.2% 1.4%






















これまでの分析対象 2,544 世帯のうち、多変量解析で⽤いる変数がすべて揃う 2,462
世帯であり、有配偶世帯（ふたり親と⼦どもからなる世帯、夫婦ふたりのみ世帯）に












単身世帯 70.4% 17.7% 1.1% 5.2% 5.5%
ひとり親世帯 13.7% 46.6% 28.8% 2.7% 8.2%
ふたり親世帯（末子6歳以上） 86.0% 9.2% 0.1% 1.5% 3.2%
ふたり親世帯（6歳未満1名以上） 74.3% 13.7% 1.5% 4.1% 6.4%
夫婦ふたり世帯（子どもなし） 93.6% 3.1% 0.2% 0.3% 2.8%

















odds ratio z値 odds ratio z値 odds ratio z値
世帯類型カテゴリー
単身世帯 3.52 *** 4.15 6.50 *** 6.68 5.40 *** 7.85
ひとり親世帯 23.90 *** 7.90 104.01 *** 11.65 78.29 *** 11.07
夫婦ふたり＋末子6歳以上世帯 1.13 0.39 3.15 *** 4.02 2.13 *** 3.52
夫婦ふたり＋末子6歳未満世帯 3.06 *** 3.74 4.70 *** 5.22 3.90 *** 6.11
夫婦ふたり世帯（ref）
所得貧困ダミー 0.58 ** -2.17
時間貧困ダミー 0.59 ** -2.04
世帯主学歴カテゴリー
高卒以下 0.93 -0.43 2.35 *** 5.48 1.66 *** 4.11
短大・高専他卒 0.76 -1.18 2.14 *** 3.88 1.25 1.32
大学・大学院卒（ref）
世帯主年齢カテゴリー
世帯主20代 5.39 *** 3.13 1.07 0.18 1.80 * 1.93
世帯主30代 4.71 *** 3.13 1.49 1.39 2.25 *** 3.21
世帯主40代 4.71 *** 3.13 0.70 -1.20 1.33 1.11




1級地-2 0.68 * -1.69 0.99 -0.05 0.94 -0.43
2級地-1 0.54 *** -2.71 0.54 *** -3.20 0.59 *** -3.32
2級地-2 0.96 -0.12 0.32 *** -3.50 0.57 ** -2.37
3級地-1 0.80 -0.97 0.56 *** -2.76 0.68 ** -2.21
3級地-2 0.77 -0.77 0.31 *** -3.36 0.43 *** -3.13
調査年次カテゴリー
2011年調査 1.12 0.58 1.20 1.10 1.12 0.82
2012年調査 1.06 0.31 1.08 0.47 1.01 0.08
2013年調査（ref）
N 2462 2462 2462
Log likelihood -629.41 -778.05 -1045.74





齢カテゴリー（20 歳から 10 歳刻みで、60 代をレファレンス）、居住地の環境の要因
をコントロールするものとして⽣活保護の級地カテゴリ （ー1 級地-1 から 3 級地-2 ま
での 6 つのカテゴリーで 1 級地の 1 をレファレンス）、調査年次カテゴリーを投⼊し、
それに加えて、全世帯を対象とした分析では世帯類型のカテゴリー（単⾝世帯、ひと





































odds ratio z値 odds ratio z値 odds ratio z値
夫婦の働き方類型カテゴリー
常勤同士世帯 41.81 *** 8.85 0.42 ** -2.26 3.52 *** 6.23
夫常勤＋妻非常勤世帯 0.21 *** -4.75 0.21 *** -5.35 0.18 *** -7.09
夫自営＋妻自営世帯 32.47 *** 6.76 2.94 *** 3.40 5.79 *** 6.15
夫常勤＋妻自営世帯 5.68 *** 2.87 0.68 -0.95 1.10 0.30
その他共働き世帯 31.54 *** 7.27 2.44 *** 3.35 5.01 *** 6.95
片働き世帯（ref）
無業世帯 7.51 *** 3.77 8.71 *** 4.20
子どもの人数
0人（ref）
1人 3.22 *** 3.45 2.34 ** 2.18 2.66 *** 3.74
2人以上 2.90 *** 3.43 6.62 *** 5.29 4.78 *** 6.51
所得貧困ダミー 0.49 * -1.86
時間貧困ダミー 0.65 -1.16
世帯主学歴カテゴリー
高卒以下 0.72 -1.48 1.81 *** 3.16 1.33 * 1.92
短大・高専他卒 0.52 ** -2.04 1.54 * 1.80 1.03 0.15
大学・大学院卒（ref）
世帯主年齢カテゴリー
世帯主20代 6.05 1.49 3.04 * 1.90 4.09 *** 2.79
世帯主30代 14.88 *** 2.57 2.19 1.53 4.23 *** 3.37
世帯主40代 6.20 * 1.73 0.90 -0.22 1.69 1.22




1級地-2 0.96 -0.13 1.00 0.01 1.02 0.12
2級地-1 0.62 -1.53 0.68 * -1.65 0.65 ** -2.22
2級地-2 1.68 1.36 0.41 ** -2.21 0.80 -0.80
3級地-1 0.97 -0.10 0.87 -0.55 0.86 -0.75
3級地-2 0.47 * -1.66 0.47 * -1.83 0.42 *** -2.58
調査年次カテゴリー
2011年調査 1.30 1.06 1.37 1.56 1.29 1.55
2012年調査 1.25 0.89 1.18 0.76 1.17 0.91
2013年調査（ref）
N 1983 2032 2032
Log likelihood -376.23 -540.06 -751.02



























































                                                  
16 第 5 章ではメンタルヘルスの尺度として GHQ-12（General Health Questionnaire）を⽤いてい


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図 4-3 では、⼦どものいる世帯に限定して、1 週間に⼦どもと⼀緒に⼣飯をとる頻
度について、必要最低限の家事時間を確保できない時間貧困世帯と、そうでない世帯
とでどの程度の違いがあるかを⽰している19。その結果、時間貧困ではない世帯では、
7 割弱の世帯が毎⽇もしくは週 5~6 ⽇は⼦どもと⼀緒に⼣飯をとっていると回答し





























































































































N mean S.D. N mean S.D.
時間貧困ダミー 2,462 0.08 0.28 2,032 0.06 0.25
所得貧困ダミー 2,462 0.13 0.33 2,032 0.09 0.29
一方貧困ダミー 2,462 0.20 0.40 2,032 0.15 0.36
世帯類型カテゴリー
単身世帯 2,462 0.15 0.35
ひとり親世帯 2,462 0.03 0.17
夫婦ふたり＋末子6歳以上世帯 2,462 0.36 0.48
夫婦ふたり＋末子6歳未満世帯 2,462 0.24 0.42
夫婦ふたり世帯（ref） 2,462 0.23 0.42
夫婦の働き方類型カテゴリー
常勤同士世帯 2,032 0.12 0.33
夫常勤＋妻非常勤世帯 2,032 0.30 0.46
夫自営＋妻自営世帯 2,032 0.04 0.20
夫常勤＋妻自営世帯 2,032 0.05 0.22
その他共働き世帯 2,032 0.38 0.49
片働き世帯（ref） 2,032 0.37 0.48
無業世帯 2,032 0.02 0.15
子どもの人数
0人 2,032 0.28 0.45
1人 2,032 0.20 0.40
2人以上 2,032 0.52 0.50
世帯主学歴ダミー
高卒以下 2,462 0.41 0.49 2,032 0.40 0.49
短大・高専他卒ダミー 2,462 0.16 0.36 2,032 0.15 0.36
大学・大学院卒ダミー（ref） 2,462 0.43 0.50 2,032 0.45 0.50
世帯主年齢ダミー
世帯主20代 2,462 0.05 0.23 2,032 0.04 0.19
世帯主30代 2,462 0.29 0.45 2,032 0.30 0.46
世帯主40代 2,462 0.35 0.48 2,032 0.38 0.48
世帯主50代 2,462 0.18 0.39 2,032 0.18 0.39
世帯主60代（ref） 2,462 0.12 0.33 2,032 0.11 0.31
生活保護の級地ダミー
1級地-1 2,462 0.29 0.46 2,032 0.28 0.45
1級地-2 2,462 0.18 0.38 2,032 0.18 0.39
2級地-1 2,462 0.23 0.42 2,032 0.23 0.42
2級地-2 2,462 0.07 0.26 2,032 0.07 0.26
3級地-1 2,462 0.17 0.38 2,032 0.18 0.39
3級地-2 2,462 0.06 0.24 2,032 0.06 0.24
調査年次ダミー
2011年調査ダミー 2,462 0.38 0.48 2,032 0.38 0.49
2012年調査ダミー 2,462 0.33 0.47 2,032 0.33 0.47





































障実態調査』によると、過去 1 年間に医療機関に受診しなかった⼈の 17.5%は、「健
康ではなかったが⾏くことができなかった」と答えており、その理由としてもっとも
多かったのは、「『⾃⼰負担の割合が⾼い』など経済的な理由で」であった2。また、⽇
本医療政策機構が⾏った『⽇本の医療に関する 2008 年世論調査』では、「過去 12 カ
⽉以内に、費⽤がかかるという理由で」受診を抑制した割合は、低所得者ほど⾼く、

















3 所得と資産保有額によって、年間世帯収⼊ 800 万円以上かつ純⾦融資産 2,000 万円以上のものを

































年にロンドン⼤学でイギリスの公務員を対象に⾏われた健康調査 Whitehall Study I
があげられる。経済的に安定している公務員においても、組織での地位が低いほど健
康状態が悪く、喫煙など不健康な健康習慣を持つ割合が⾼いことを明らかにした。こ















え る こ と を 主 張 す る 研 究 も 現 れ た 。 こ の テ ー マ に お け る 先 駆 的 研 究 は 、




































































































表されている。諸外国における先⾏研究のうち代表的なものに、van Doorslaer et al. 




























検討する。具体的には、van Doorslear et al.(2004)の⼿法を参考にしたうえで、医療
サービスの利⽤の公平性について検証を⾏っていく。 
 
                                                  
6 ジニ係数を算出するローレンツ曲線を描く要領で、世帯所得順に医療サービスの⾃⼰負担の累積
⽐をプロットして⾃⼰負担の集中度曲線を描き、ローレンツ曲線とその差の⾯積がカクワニ係数と



















等であれば LN は 45 度線上をとおり、同様に、いずれの所得階層においても医療サー
ビスの利⽤量が同じであれば LM は 45 度線上を通るということになる。図のように、



















バイアスを⽣じさせるため、本稿では van Doorslear et al.(2004)の⽅法を踏襲するこ
とにする。具体的な推計⽅法は、下記の(1)式と(2)式で表すことができる。 
 
y ൌ 𝛼 ൅ βDEMO ൅ 𝜑HELT ൅ 𝛾TIME ൅ δINCOME ൅ ε  （1） 
 




変数 DEMO や健康状態に関連する変数 HELT、時間制約を⽰す変数 TIME、そして、







得られた係数をつかって推計する。具体的な⽅法は、式 2 に⽰すとおりである。式 1
で推定された係数を⽤い、DEMO、HELT および TIME には実際の値を、INCOME
には等価可処分所得の平均値を代⼊して、⾝体的な医療ニーズのみを考慮した医療サ










医療サービスの利⽤を表す被説明変数 y には、JHPS より、①昨年 1 年間の医療機




き、⾃⼰負担が 3 割負担の⼈のみを分析対象とする。 
説明変数 DEMO には、年齢、性別（男性=1）、配偶状態（有配偶=1）、⼦ども（未
就学児）の有無（あり=1、なし=0）を表すダミー変数を⽤いる。 
                                                  




















たものを⽤いる。⼆値採点法では、GHQ の各質問項⽬の 4 つの選択肢のうち、よい
状態を⽰す 2 つの選択肢については 0 点、悪い状態を⽰す 2 つの選択肢については 1






時間の制約を表す変数 TIME には、時間制約を⽰す変数として、1 週間の労働時間




















前述のとおり、2 つの推計を⾏う。前年 1 年間での医療機関の受診の有無を被説明
変数 y においた推計式では、受診した場合を 1、しなかった場合を 0 としてプロビッ
ト・モデルによって推定する。前年 1 年間の医療機関での⾃⼰負担額の対数値を被説
明変数 y に投⼊した推計式では、前年 1 年間の医療機関を受診したもののみを対象に
                                                  
8 ⽣活保護対象者および⾼額療養費制度申請者は、2014 年から 2016 年の JHPS でそれぞれ 38 世
帯、142 世帯であった。 
観測数 平均値 標準偏差
医療機関の受診（あり=1、なし=0） 3,952 0.54 0.50
1年間の医療費の自己負担額（円） 2,117 52,766 86,832
年齢（歳） 3,952 49.12 11.97
有配偶ダミー 3,952 0.77 0.42
6歳未満の子どもありダミー 3,952 0.13 0.41
男性ダミー 3,952 0.50 0.50
喫煙歴カテゴリー
　喫煙歴なし 3,952 0.53 0.50
　現在喫煙 3,952 0.23 0.42
　過去喫煙 3,952 0.24 0.43
GHQ二値採点法（4点以上=1，4点未満=0） 3,952 0.35 0.48
主観的健康感
　「よい」 3,952 0.15 0.35
　「まあよい」 3,952 0.31 0.46
　「ふつう」 3,952 0.41 0.49
　「あまりよくない」 3,952 0.12 0.33
　「よくない」 3,952 0.01 0.10
定期的な運動しているダミー 3,952 0.43 0.50
平日の睡眠時間／日（時間） 3,952 6.42 1.07
休日と平日の睡眠時間の差（時間） 3,952 0.86 1.18
労働時間／週（時間） 3,952 31.11 26.40
家事時間／週（時間） 3,952 12.99 15.08

























                                                  
9 所得階層は等価可処分所得により作成。所得階層の五分位については、JHPS の各年における等
価可処分所得が得られるすべてのサンプルを⽤いて作成した。 
20-49歳 50歳以上 20-49歳 50歳以上 20-49歳 50歳以上
最低五分位 16% 18% 43% 36% 62% 70%
II 12% 19% 38% 36% 67% 71%
III 10% 17% 40% 35% 73% 76%
IV 12% 15% 38% 33% 79% 77%















は表 5-2 の中央の列に⽰している。GHQ-12 について⼆値採点法で採点し、もっとも
メンタルヘルスの状態がよいものを 0 点、もっともメンタルヘルスの状態が悪いもの
を 12 点とし、スコアが 4 以上の割合を⽰している。いずれの年齢層においても、最



















                                                  





























20-49歳 50歳以上 20-49歳 50歳以上
最低五分位 45% 59% 27,648 60,824
II 38% 64% 28,029 56,270
III 42% 58% 31,317 60,333
IV 50% 63% 40,278 59,056




















                                                  
11 実際、主観的健康感を除いて推計したところ、GHQ のスコアはプラスに統計的有意な値を⽰し
た。 
限界効果 z値 限界効果 z値 限界効果 z値
年齢（歳） 0.009 10.17 *** 0.011 5.00 *** 0.009 4.05 ***
有配偶ダミー -0.051 -2.37 ** -0.102 -3.23 *** 0.000 0.01
6歳未満の子どもありダミー 0.088 2.85 *** 0.105 3.09 *** -0.099 -0.29
男性ダミー -0.056 -2.35 ** -0.078 -2.45 ** -0.045 -1.34
喫煙歴（レファレンス：喫煙歴なし）
　現在喫煙 -0.093 -4.12 *** -0.081 -2.71 *** -0.096 -2.89 ***
　過去喫煙 0.033 1.51 0.015 0.49 0.044 1.47
GHQ二値採点法（4点以上=1，4点未満=0） 0.022 1.23 0.054 2.18 ** -0.014 -0.55
主観的健康感（レファレンス：「ふつう」）
　「よい」 -0.241 -9.33 *** -0.177 -5.33 *** -0.315 -7.83 ***
　「まあよい」 -0.052 -2.62 *** -0.024 -0.90 -0.074 -2.72 ***
　「あまりよくない」 0.199 7.25 *** 0.193 4.78 *** 0.191 5.45 ***
　「よくない」 0.126 1.49 0.101 0.88 0.159 1.37
定期的な運動しているダミー 0.094 5.41 *** 0.085 3.49 *** 0.094 4.00 ***
平日の睡眠時間／日（時間） 0.022 2.55 ** 0.024 2.03 ** 0.016 1.27
休日と平日の睡眠時間の差（時間） 0.021 2.63 *** 0.021 2.14 ** 0.019 1.44
労働時間／週（時間） -0.001 -2.48 ** 0.000 -0.27 -0.002 -3.24 ***
家事時間／週（時間） 0.000 -0.20 0.001 0.64 -0.001 -0.97
等価可処分所得（万円） 0.067 4.61 *** 0.041 1.90 * 0.084 4.48 ***
観測数 3,952 2,026 1,926
Log Lik -2469.2 -1304.8 -1149.4










する確率が有意に⾼いことがわかる。運動している⼈の割合は 20-49 歳層で 3 割強、

















































実測値 推計値 乖離 実測値 推計値 乖離 実測値 推計値 乖離
最低五分位 52% 57% -5% 45% 47% -3% 59% 67% -8%
II 49% 53% -4% 39% 43% -4% 64% 67% -3%
III 49% 53% -5% 42% 45% -3% 58% 64% -5%
IV 56% 54% 2% 50% 46% 4% 63% 64% 0%





















係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差
年齢（歳） 0.027 11.32 *** 0.015 2.37 ** 0.037 6.47 ***
有配偶ダミー -0.002 -0.04 -0.079 -0.87 0.119 1.47
6歳未満の子どもありダミー 0.118 1.27 0.126 1.26 -2.209 -2.16 **
男性ダミー -0.075 -1.16 -0.249 -2.61 *** 0.047 0.53
喫煙歴（レファレンス：喫煙歴なし）
　現在喫煙 0.018 0.28 -0.048 -0.52 0.100 1.12
　過去喫煙 0.092 1.61 0.100 1.10 0.072 0.95
GHQ二値採点法（4点以上=1，4点未満=0） 0.039 0.80 0.078 1.06 0.008 0.13
主観的健康感（レファレンス：「ふつう」）
　「よい」 -0.131 -1.52 -0.025 -0.21 -0.284 -2.23 **
　「まあよい」 -0.138 -2.54 ** -0.138 -1.66 * -0.154 -2.15 **
　「あまりよくない」 0.379 5.86 *** 0.435 4.18 *** 0.328 3.98 ***
　「よくない」 0.561 2.66 *** 0.310 1.00 0.845 2.94 ***
定期的な運動しているダミー 0.036 0.77 0.014 0.20 0.053 0.86
平日の睡眠時間／日（時間） -0.018 -0.77 -0.061 -1.78 * 0.004 0.14
休日と平日の睡眠時間の差（時間） -0.006 -0.25 -0.017 -0.57 0.014 0.39
労働時間／週（時間） -0.001 -0.68 0.002 1.22 -0.001 -0.54
家事時間／週（時間） -0.002 -0.86 0.000 0.15 -0.001 -0.34
等価可処分所得（万円） 0.077 1.94 * 0.061 0.91 0.094 1.87 *
定数項 8.613 27.77 *** 9.409 18.28 *** 7.587 14.35 ***
観測数 2,117 896 1,221













利⽤という⽷⼝からひも解くことを試みた。JHPS の 2014 年から 2016 年のデータを
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